
※内容のご質問等については、TEL 0258-36-2685  担当 司法書士 大野 豊 まで 

※配信中止等のお問い合わせは、ホームページ https://www.3d-m.jp/contact/others/ 

 からお願いします。 

 

 
各種相談受け付けております。 

“ワンストップ相談会”毎週金曜日 ＴＥＬ 0258-36-2685 （要事前予約） 

個人に関すること、経営に関することを各専門家がワンストップでご相談に応じます。 

注 

 

＜法務＞        次ページにて、   についてより詳しくご紹介しています。 

 

     ふと土地の登記を見ると…。 

買戻し特約の登記？？ 

でも、今後簡単に消せそうです。 

                   令和５年４月１日施行 不動産登記法 第 69 条の 2 

     要件 

買戻しの特約に関する登記がされている場合において、契約の日から十年を経過したときは、 

登記権利者は、単独で当該登記の抹消を申請することができます。 
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『ふと土地の登記を見ると…。買戻し特約の登記？？でも、今後簡単に消せそうです』 

 

〇買戻し特約とは？(民法第５７９条) 

主に地域整備公団、都市再生機構等の土地分譲により地域の復興を行う特殊法人が、      

分譲地の売渡しと同時に一定期間内に工場や住宅を建てられなかった場合には、買主 

からその土地を買戻す際によく使われる制度で、不動産では登記されています。 

 

〇これまでは、抹消手続きが大変であったこと。  

土地購入後、買戻し期間中に工場や建物を建てて無事契約を果たせても、基本的に抹消登記の 

申請を買戻権者から依頼してくることは、これまで皆無でした。協力を得るためには購入時の 

窓口、担当者を探したり、既に解散した法人や公団の引継ぎ先を調査するなど大変に手間が 

かかりました。 

 


